
自衛隊統合達第５号 

 統合幕僚監部及び自衛隊指揮通信システム隊における専決及び代決に関する達を

次のように定める。 

   平成２０年３月２５日 

 

                     統合幕僚長 海将 齋藤  隆  

 

   統合幕僚監部及び自衛隊サイバー防衛隊における専決及び代決に関する達 

 

改正 平成 21 年 ６月 10 日 自衛隊統合達第 10 号 

平成 22 年 ７月 22 日 自衛隊統合達第 17 号 

平成 23 年 10 月 25 日 自衛隊統合達第 14 号 

平成 24 年 ７月 27 日 自衛隊統合達第 ９号 

平成 25 年 ３月 27 日 自衛隊統合達第 ５号 

平成 26 年 ３月 26 日 自衛隊統合達第 ４号 

平成 27 年 10 月 １日 自衛隊統合達第 14 号 

平成 29 年 ６月 12 日 自衛隊統合達第 12 号 

平成 29 年 ８月 30 日 自衛隊統合達第 19 号 

平成 30 年 ３月 30 日 自衛隊統合達第 23 号 

平成 31 年 ３月 26 日 自衛隊統合達第 １号 

令和 ２年 11 月 26 日 自衛隊統合達第 ８号 

令和 ４年 ３月 16 日 自衛隊統合達第 ２号 

令和 ４年 ５月 17 日 自衛隊統合達第 16 号 

令和 ６年 ４月 15 日 自衛隊統合達第 １号 

 

 

 （趣旨） 

第１条 この達は、統合幕僚監部及び自衛隊サイバー防衛隊における専決及び代決に

関し、必要な事項を定めるものとする。 

  （用語の意義） 

第２条 この達において「専決」とは、当該事項について、 統合幕僚長（以下「幕僚

長」という。）の委任に基づき、常に代わって決裁することをいい、「代決」とは、

幕僚長又は専決を行う者が出張、休暇その他の理由により不在の場合、臨時に代わ

って決裁することをいう。 

 （専決事項） 

第３条 統合幕僚副長（以下「幕僚副長」という。）及び総括官並びに部長、首席参事

官、参事官、報道官、首席法務官及び首席後方補給官並びに課長、運用調整官、企

画官、総括副報道官、首席後方補給官付後方補給官（補給、輸送及び衛生）、首席後



方補給官付後方補給室長及び統合幕僚学校長が専決する事項は、別表のとおりとす

る。 

 （専決を行う場合の留意事項） 

第４条 前条の規定により、専決を行う者は、専決することができる事項であっても

次の各号の一に該当するものについては、職務上の上級者の決裁に移すものとする。 

(１) 幕僚長の発意に係る事項                               

(２) 重要（統合幕僚長の直接の判断を必要とする事項、その他国民、地方公共団体、

報道機関に及ぼす影響が大きい事項をいう。）又は異例（前例のない新規の事項及

び通常の取扱いとは異なる特例的又は例外的な取扱いを要する事項をいう。）に属

する事項 

(３) その他特に必要と認める事項 

２ 前条の規定により専決を行う者は、委任された権限を行使する場合であっても、

当該内容が部内外に与える影響、将来施策への関連その他の政策的見地を考慮し、

必要と認められる事項については、事前に職務上の上級者に報告するものとする。 

 （代決） 

第５条  次の表の左欄に掲げる者の代決は、右欄に掲げる者が行うものとする。 

幕僚長 幕僚副長 

幕僚副長 
当該事項を所掌する部長、首席参事官、参事官、

報道官、首席法務官及び首席後方補給官 
総括官 

部長 

副部長の置かれている部にあっては副部長、副部

長の置かれていない部にあっては当該部の当該事

項を所掌する課長（ただし、特に必要な場合は、

部長の指名する課長） 

首席参事官 運用調整官 

参事官 企画官 

報道官 総括副報道官 

首席法務官 

当該事項を所掌する首席法務官付法務官（ただ

し、特に必要な場合は、首席法務官の指名する首

席法務官付法務官又は首席法務官付法務班長） 

首席後方補給官 

当該事項を所掌する首席後方補給官付後方補給官

（補給、輸送及び衛生）及び首席後方補給官付後

方補給室長 



課長 

当該事項を所掌する班長又は室長（ただし、運用

第１課及び運用第２課については当該事項を所掌

する調整官、防衛課については防衛調整官） 

２ 前項により代決した者は、事後速やかに当該事項について決裁を行う者にその旨

を報告しなければならない。 

 （委任規定） 

第６条 統合幕僚学校及び自衛隊サイバー防衛隊におけるこの達の実施に関し必要

な事項は、統合幕僚学校長及び自衛隊サイバー防衛隊司令が定めるものとする。 

   附 則 

 この達は、平成２０年３月２６日から施行する。 

   附 則（平成２１年６月１０日自衛隊統合達第１０号） 

 この達は、平成２１年６月１０日から施行する。 

   附 則（平成２２年７月２２日自衛隊統合達第１７号） 

 この達は、平成２２年７月２２日から施行する。 

   附 則（平成２３年１０月２５日自衛隊統合達第１４号） 

 この達は、平成２３年１０月２５日から施行する。 

   附 則（平成２４年７月２７日自衛隊統合達第９号） 

 この達は、平成２４年８月１日から施行する。 

   附 則（平成２５年３月２７日自衛隊統合達第５号） 

 この達は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２６日自衛隊統合達第４号） 

 この達は、平成２６年３月２６日から施行する。 

附 則（平成２７年１０月１日自衛隊統合達第１４号） 

 この達は、平成２７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２９年６月１２日自衛隊統合達第１２号） 

 この達は、平成２９年６月１２日から施行する。 

附 則（平成２９年８月３０日自衛隊統合達第１９号） 

 この達は、平成２９年８月３０日から施行する。 

附 則（平成３０年３月３０日自衛隊統合達第２３号） 

 この達は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年３月２６日自衛隊統合達第１号） 

 この達は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年１１月２６日自衛隊統合達第８号） 

 この達は、令和２年１１月２６日から施行する。 

附 則（令和４年３月１６日自衛隊統合達第２号） 

 この達は、令和４年３月１７日から施行する。 

附 則（令和４年５月１７日自衛隊統合達第２号） 

 この達は、令和４年５月１７日から施行する。 



附 則（令和６年４月１５日自衛隊統合達第１号） 

 この達は、令和６年４月１５日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第３条関係） 

 

１ 共通 

幕僚副長専決事項
 

総括官専決事項 

部長、首席参事官、参事官、報

道官、首席法務官及び首席後

方補給官専決事項 

課長、運用調整官、企画官、総

括副報道官、後方補給官（補

給、輸送及び衛生）及び後方補

給室長専決事項 

１ 部長、首席参事官、参事

官、報道官、首席法務官、首

席後方補給官及び自衛隊サ

イバー防衛隊司令の休暇の

承認に関すること。 

２ 達の一部改正のうち重要

なものに関すること。 

３ 陸海空自衛隊等との協定

の締結に関すること。 

４ 講師の派遣に関すること

（幕僚長、幕僚副長を除

く。）。 

 １ 法令等に基づく恒常的業

務の実施に関すること。 

２ 演習・訓練・視察及び研究

実施の支援依頼に関するこ

と。 

３ 講演会の開催に関するこ

と。 

４ 講師派遣の依頼に関する

こと。 

５ 達の一部改正（重要なも

のを除く。）及び整理に関す

ること。 

６ 達等の運用及び解釈に関

する例規通達類の発簡及び

廃止に関すること。 

７ 陸海空自衛隊等との協定

の軽易な修正に関するこ

と。 

８ 承認された事項の実施に

１ 法令等に基づく恒常的か

つ軽易な業務の実施に関す

ること。 

２ 例規通達類の一部改正及

び整理に関すること｡ 

３ 各課等にかかわる立入制

限部隊への立入申請に関す

ること（中央指揮所及び防

衛情報通信基盤管理運営室

の立入申請を含む。）。 

４ 防衛装備庁における調達

実施に係る防衛装備庁長官

からの協議等に対する回答

に関すること（軽易なもの

に限る。）。 

５ 秘密に属する物件等の製

作委託契約の履行に必要な

秘密に属する文書等の送

達、登録番号等の付与、製作



関すること。 

９ 航空機（航空自衛隊の定

期航空便を含む。）の搭乗依

頼に関すること。 

10 部等にかかわる認定業務

に関すること。 

11 部等内の自衛官の体力検

定・体力測定実施に関する

こと。 

12 防衛装備庁における調達

実施に係る装備施設本部長

からの協議等に対する回答

に関すること。 

13 秘密に属する物件等の製

作委託契約の履行に必要な

秘密に属する文書等の送

達、登録番号等の付与、製作

立会い等に係る防衛装備庁

長官及び適合事業者への通

知に関すること。 

立会い等に係る防衛装備庁

長官及び適合事業者への通

知に関すること（軽易なも

のに限る。）。 

 

２ 総務部 

（１） 総務課 

幕僚副長専決事項 総括官専決事項 部長専決事項 課長専決事項 

統合幕僚監部における年史

の編さんに関すること。 

 １ 統合幕僚監部の行事に

関すること。 

１ 統合幕僚監部の行事の

執行にかかわる処置に関



２ 幕僚長会議の開催通知

に関すること。 

３ 秘密保全に係る計画・報

告等に関すること。 

４ 国立公文書館への文書

移管に関すること。 

５ 行政文書の開示・不開示

意見の上申（判断に慎重を

要するものを除く。）に関

すること。 

６ 保有個人情報の開示・不

開示、訂正・不訂正及び利

用停止・利用不停止意見の

上申（判断に慎重を要する

ものを除く。）に関するこ

と。 

７ 情報公開業務における

個人情報の取扱いに関す

る検査の受検に関するこ

と。 

８ 会計監査の年度監査計

画に関すること。 

９ 会計監査の実施に関す

ること。 

10 会計検査院の実地検査

の受検に関すること。 

すること。 

２ 当直勤務者の発令に関

すること（指揮通信システ

ム部の所掌する当直に関

する事項を除く。）。 

３ 秘密保全の確認事項に

関すること。 

４ 国有財産に係る報告等

に関すること。 

５ 航空機の搭乗依頼に関

すること。 

６ 健康診断報告に関する

こと。 

７ 行政文書ファイル等の

報告に関すること。 

８ 各省庁が実施する各種

施策等の周知及びそれに

基づく軽易な内容の報告

（人事教育課の所掌に属

するものを除く。）に関す

ること。 

９ 渉外業務の便宜供与依

頼に関すること。 

10 防衛装備庁支出負担行

為担当官補助者の指名・取

消に関すること。 



11 資金前渡官吏の任命依

頼に関すること。 

12 単価５０万円未満の物

品の管理換協議及び管理

換協議に対して回答する

場合の承認に関すること。 

13 秘密の取扱いに関する

適格性の付与等に関する

こと。 

14 連絡調整業務実施に係

る部隊等への協力・調査の

依頼に関すること。 

11 各種証明書の発行に関

すること。 

12 各種定期報告に関する

こと。 

13 軽易な部外協力に関す

ること。 

14 部隊等に対する協力・調

査の依頼に関すること。 

15 連絡調整に必要な資料

収集等に係る部隊等への

協力・調査の依頼に関する

こと。 

16 航空従事者の年間飛行

等に関すること。 

（２）人事教育課 

幕僚副長専決事項 総括官専決事項 部長専決事項 課長専決事項 

  １ 教範作成計画及び教範

作成変更計画に関するこ

と。 

２ 教範作成報告に関する

こと。 

３ 参考資料の作成、改正及

び廃止に関すること。 

４ 実施を命ぜられた訓練

等に関すること。 

５ 年度宿舎事情調査報告

１ 部外委託教育実績及び

教育計画に関すること。 

２ 陸上幕僚監部、海上幕僚

監部又は航空幕僚監部に

対する教育の支援依頼に

関すること。 

３ 陸上自衛隊、海上自衛隊

又は航空自衛隊の航空機、

艦船、車両等を教育上使用

する申請に関すること。 



に関すること。 

６ 公務（通勤）災害の認定

に関すること。 

７ 災害補償の実施状況に

関すること。 

８ ２佐以下（相当級の事務

官等を含む。）の昇給に関

すること。 

９ ２佐以下（相当級の事務

官等を含む。）の任免、補

職、休職、復職、派遣、入

所、入校等に関すること。 

10 ２佐以下（相当級の事務

官等を含む。）の懲戒処分

等（重要又は特異事案を除

く。）に関すること。 

11 勤勉手当成績率優秀者

の決定に関すること。 

12 隊員の公務による海外

渡航の人事発令に関する

こと（統合幕僚学校長の海

外出張に係る事項を除

く。）。 

４ 参考資料の配布に関す

ること。 

５ 宿舎に係る調査、報告及

び事務処理手続に関する

こと。 

６ 財産形成財蓄実施状況

に関すること。 

７ 児童手当及び特例給付

の支給状況に関すること。 

８ 経歴管理に関すること。 

９ 勤務成績報告書の送付

に関すること。 

10 営舎外居住の指定等に

関すること。 

11 身分証明書の発行及び

申請に関すること。 

12 防衛記念章の着用に関

すること。 

13 精勤章に関すること。 

14 育児休業に関すること。 

15 推薦者の報告に関する

こと。 

16 特技認定に関すること。 

17 人事記録の移管及び送

付に関すること。 

18 給与、退職手当及び若年



定年退職者給付金に係る

調査に関すること。 

19 超過勤務手当の予算配

分に関すること。 

20 各種証明書の発行に関

すること。 

21 各種定期報告に関する

こと。 

22 軽易な部外協力に関す

ること。 

23 部隊等に対する協力・調

査の依頼に関すること。 

24 各省庁が実施する各種

施策等の周知及びそれに

基づく軽易な内容の報告

（人事教育に係るものに

限る。）に関すること。 

 

３ 運用部 

（１）運用第１課 

幕僚副長専決事項 総括官専決事項 部長専決事項 課長専決事項 

１ 通常業務のための艦船の

運用に関すること。 

２ 通常業務のための航空機

の運用に関すること。 

 １ 統幕作戦会議の開催通知

に関すること。 

２ 艦船の運用に関する細部

事項に関すること。 

３ 航空機の運用に関する細

１ 航空機の使用及び搭乗

の承認に関すること。 

２ 航空機からの物件の投

下の承認に関すること。 

３ 民間機等の飛行場使用



部事項に関すること。 

４ 自衛隊警戒監視等態勢の

細部事項に関すること。 

５ 航空機の場外離着陸に関

する申請に関すること。 

６ 民間機等の飛行場使用の

承認に関すること。 

７ 勤務態勢の変更に関する

こと。（勤務態勢１、２を

除く。） 

の細部に関すること。 

（２）運用第２課 

幕僚副長専決事項 総括官専決事項 部長専決事項 課長専決事項 

１ 大規模震災災害派遣計画

の細部計画の決定に関する

こと。 

２ 国際緊急援助活動等実施

部隊派遣の運用要領の細部

事項の決定に関すること。 

３ 国際緊急援助活動等実施

部隊派遣の計画の方針事項

の決定に関すること。 

４ 国際緊急援助活動等実施

部隊派遣の計画の細部事項

の決定に関すること。 

５ 国際平和協力業務実施部

 １ 中央防災会議決定（処置）

事項の通知に関すること 

２ 自衛隊災害派遣実施状況

報告（四半期）に関するこ

と。 

３ 航空救難詳報の報告に関

すること。 

４ 年度不発弾等処理状況報

告及び年度航路啓開業務報

告に関すること。 

１ 航空機の使用及び搭乗

の承認に関すること。 

２ 掃海作業実施に関する

告示の申請に関すること。 



隊派遣の計画の細部事項の

決定に関すること。 

６ 掃海海域の細部決定に関

すること。 

（３）運用第３課 

幕僚副長専決事項 総括官専決事項 部長専決事項 課長専決事項 

  １ 集合訓練、研究会等の実

施に関すること。 

２ 訓練・視察等の準備及び

支援依頼に関すること。 

１ 航空機の使用及び搭乗

の承認に関すること。 

２ 統合訓練支援システ

ム（ＪＥＴＳＳ）の整備

及び役務の仕様書の決

定（変更を含む。）に関

すること。 

３ 統合訓練支援システ

ム（ＪＥＴＳＳ）の運用

統制に関すること。 

４ 統合訓練支援システ

ム（ＪＥＴＳＳ）の整備

に必要な運用要求に関

すること。 

５ 統合訓練支援システ

ム（ＪＥＴＳＳ）の維持

管理に関すること。 

 

４ 防衛計画部 

（１）防衛課 



幕僚副長専決事項 総括官専決事項 部長専決事項 課長専決事項 

防衛交流に係る外国出張者

の決定又は上申に関するこ

と。 

 防衛交流に係る部隊等に

対する支援依頼に関するこ

と。 

 

（２）計画課 

幕僚副長専決事項 総括官専決事項 部長専決事項 課長専決事項 

１ 統合運用に係る装備品等

の研究開発に関する要求書

等の決定に関すること。 

２ 部隊等に対する年度業務

計画の指示に関すること

（会議の実施要領を含

む。）。 

 １ 年度業務計画の作成日

程に関すること。 

２ 年度業務計画の実施の

発動に関すること。 

年度業務計画要望に対す

る処置事項の通知に関する

こと。 

 

５ 指揮通信システム部 

（１）指揮通信システム企画課 

幕僚副長専決事項 総括官専決事項 部長専決事項 課長専決事項 

  １ 業務別計画の実施要領

の軽易な修正に関するこ

と。 

２ 業務別計画の実施の細

部指示に関すること。 

３ 実施を命ぜられた訓練

等に関すること。 

４ 指揮通信システムの整

１ 防衛装備庁長官と協議

を終了した仕様又はその

大綱について、防衛大臣承

認申請及び仕様書の作成

に関すること。 

２ 装備品等（前項にかかわ

るものを除く。）及び役務

の仕様書の決定（変更を含



備に関し、仕様又は大綱に

ついて、防衛装備庁長官と

の協議に関すること。 

５ 研究全般の実施要領の

決定に関すること。 

６ 情報システムの部外設

置承認に関すること。 

７ 情報システムの他シス

テム（又はネットワーク）

との接続の許可及び協議

に関すること。 

８ 情報システムの運用承

認に関すること。 

９ 情報システムのリスク

分析・評価に関すること。 

10 統合幕僚監部の情報シ

ステムの監査に関するこ

と。 

11 情報システムの適用除

外に関すること。 

 

む。）に関すること。 

３ 防衛装備庁支出負担行

為担当官の契約に係る検

査官の指名に関すること。 

４ 専用線の取得に関する

こと。 

５ 防衛情報通信基盤の工

事基本計画書資料に関す

ること。 

６ 通信設備の技術的基準

に関すること。 

７ 技術審査に関すること。 

８ 業務計画に基づく研究

の細部指示に関すること。 

９ 課内の業務調整等にお

ける給食、車両支援依頼等

に関すること。 

10 防衛情報通信基盤を使

用して行われる電子メー

ル又は部外との間の通信

の監査に関すること。 

11 情報システムの他シス

テム（又はネットワーク）

との接続についての大臣

報告に関すること。 

12 サイバー防護分析装置、



サイバー演習装置、サイバ

ー情報収集装置及びスレ

ットハンティング器材（以

下「サイバー関連装置」と

いう。）の運用統制に関す

ること。 

13 サイバー関連装置の整

備に必要な運用要求に関

すること。 

14 サイバー関連装置の維

持管理に関すること。 

（２）指揮通信システム運用課 

幕僚副長専決事項 総括官専決事項 部長専決事項 課長専決事項 

  １ 業務別計画の実施要領

の軽易な修正に関するこ

と。 

２ 業務別計画の実施の細

部指示に関すること。 

３ 実施を命ぜられた訓練

等に関すること。 

４ 電波取得の方針の決定

に関すること。 

５ 暗号の運用方針（使用計

画等）及び運用要領に関す

ること。 

１ 電波取得の申請及び使

用割当てに関すること。 

２ 指揮通信システム（サイ

バー関連装置を除く。）の

運用統制に関すること。 

３ 指揮通信システム（サイ

バー関連装置を除く。）の

整備に必要な運用要求に

関すること。 

４ 指揮通信システム（サイ

バー関連装置を除く。）の

維持管理に関すること。 

５ 課内の業務調整等にお

ける給食、車両支援依頼等



に関すること。 

６ 暗号の管理及び運用要

領（作成、配布、更新及び

破棄（廃棄）等）並びに暗

号の使用計画及び運用要

領の軽易な修正に関する

こと。 

７ 周波数業務の便宜供与

依頼に関すること。 

 

６ 首席参事官 

幕僚副長専決事項 総括官専決事項 首席参事官専決事項 

  航空機の使用及び搭乗の承認に関すること。 

 

７ 参事官 

幕僚副長専決事項 総括官専決事項 参事官専決事項 

  航空機の使用及び搭乗の承認に関すること。 

 

８ 報道官 

幕僚副長専決事項 総括官専決事項 報道官専決事項 総括副報道官専決事項 

  １ 各自衛隊に対する取材

協力の依頼に関すること。 

２ 広報ガイダンスに関す

ること。 

広報活動実施計画及び結

果の報告に関すること。 

 



 

 

９ 首席法務官 

幕僚副長専決事項 総括官専決事項 首席法務官専決事項 

  １ 賠償事務手続に関すること。 

２ 民事訴訟、行政訴訟に関すること。 

３ 損失補償に関すること。 

 

１０ 首席後方補給官 

幕僚副長専決事項 総括官専決事項 首席後方補給官専決事項 後方補給官（輸送）専決事項 

  １ 統合輸送構想及び統制開

始の通知に関すること。 

２ 実施を命ぜられた訓練等

に関すること。 

３ 自衛隊の運用に係る自衛

隊間の管理換に関するこ

と。 

４ 患者後送の実施に関する

こと。 

５ 日米等物品役務相互提供

実績報告に関すること。 

６ 施設の取得等に係る業務

の実施手続に関すること。 

１ 輸送実施にかかわる輸送

割当計画の指示等に関する

こと。 

２ 輸送業務の便宜供与依頼

に関すること。 

３ 要人の移動のための自衛

隊機等の使用に係る空輸計

画の通知の関すること。 

 

 

 



１１ 統合幕僚学校長 

幕僚副長専決事項 総括官専決事項 統合幕僚学校長専決事項 

  １ 部外に対して、職務に関係する内容

を発表する場合で、統合幕僚学校の所

掌する内容に関すること。 

２ 統合幕僚学校の所掌する内容に係

る自主的広報活動及び協力的広報活

動に関すること。ただし、報道に関す

ることを除く。 

 

 


